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六ヶ所及び東海再処理工場の高レベル放射性廃液の絶対的な安全管理に関する質問主意書 

 全国の二十三市民団体は東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、二〇一一年四月二十六日に日本原燃株式会社・川井社長宛に「再処理工場に
おける想定外大地震による放射能環境放出事故防止に関わる緊急要請・質問状」を提出し、六月三日に回答を得た。市民団体が最も心配しているこ
とは、再処理工場におけるアクティブ試験により発生し、現在貯蔵されている二百四十立方メートルもの高レベル放射性廃液（以下「高レベル廃液」
という。）の一般環境への漏洩事故のおそれである。この質問に対して、同社はパイプ破断などによるセル内の漏洩を想定し、「放射能は適切に回
収され外部に漏れ出ることはない」旨回答しており、三月十一日に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故があってもなお、未だに放射能の一
般環境への放出を伴う過酷な事故を想定しようとしないものであった。原子力学会誌によれば、高レベル廃液は電源喪失等の事故により冷却できな
くなると、自己崩壊熱により約十五時間で沸騰し始め一般環境へ放射性物質を放出すると言われている。再処理工場の事故による高レベル廃液の一
般環境への漏洩に関しては、一九九七年にドイツ政府、二〇〇八年にノルウェー政府が専門機関に評価を依頼しており、最悪の場合には、放射性物
質による高濃度汚染のため国の根底を揺るがす悲惨な事故になる、という評価結果であった。一方、地震大国の我が国ではこのような過酷な事故の
評価がなされていないと承知しているが、これは危機管理の欠如ではないか。三月十一日に発生した東日本大震災によって東京電力福島第一原子力
発電所は全電源が喪失する事態に陥り、同時多発的に原発事故が発生し、収束のめども立っていない状況である。大量の放射能量（六ヶ所再処理工
場についてはセシウム１３７換算で東京電力福島第一原子力発電所事故における放出量の五十七・六倍と想定）が施設内に存在する再処理工場にお
いても同様の危険性があり、東京電力福島第一原子力発電所事故にもまして過酷な事態に至ると思われる。なお、高レベル廃液は独立行政法人日本
原子力研究開発機構東海研究開発センターの再処理施設においても三百九十四立方メートル貯蔵されており、ここで過酷な事故が発生した場合には、
首都圏が壊滅する事態が想定される。液状では危険なため、ガラス固化し、数十万年の間、地下深く人間環境から隔離しなければならないと言われ
るほど危険な物質が、不安定な液状のまま国内二か所に貯蔵されている事実は重い。三月十一日に発生した東日本大震災以来、地震活動の活発化が
予想される我が国において、これはあまりにも危険な状況であり、早急に安全対策を処置すべきと考える。政府は五月一日と六月七日に、東京電力
福島第一原子力発電所事故を踏まえ、両再処理事業者に対して、「平成二十三年福島第一・第二原子力発電所等の事故を踏まえた再処理施設の緊急
安全対策の実施について」、「平成二十三年福島第一原子力発電所事故を踏まえた他の原子力発電所におけるシビアアクシデントへの対応に関する



措置の実施について」を指示し、その後これらの実施状況の報告を受け了解した。しかし、これらの指示・報告は、高レベル廃液の危険性を把握し、
最悪の事態を想定した危機管理対策になっておらず、国民の不安を払拭する内容ではない。いったん過酷な事故が発生すると放射能汚染が北半球の
広域に拡大する可能性がある再処理工場の安全性について、政府は徹底した予防原則の考え方の下、国民の不安を具体的かつ真摯に払拭する責務が
あるはずである。以下、両再処理工場について質問するので、政府において承知している状況及び政府の見解を示されたい。 

                                           
質問主意書 答弁書 コメント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一 高レベル廃液の放出事故の防止について 
１ 高レベル廃液は危険性が大きすぎるためガ
ラス固化により貯蔵することとなっている。両
再処理工場とも液体状態での貯蔵をやめて廃液
を一刻も早くガラス固化すべきと考えるが、政
府の見解を問う。また、廃液貯蔵限度量が定め
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 参議院議員川田龍平君提出六ヶ所及び東海再
処理工場の高レベル放射性廃液の絶対的な安全
管理に関する質問に対する答弁書 
 
 一の１について  
 各再処理施設における高レベル放射性液体廃
棄物（以下「高レベル廃液」という。）につい
ては安全に貯蔵されていることを法令に基づき
確認している。なお、高レベル廃液のガラス固
化については、放射性物質を長期にわたり安定

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一の１について  
 高レベル廃液のあまりの危険さに警鐘を 
鳴らし早期に固化をしてほしいと要求してい
る。しかるに「法令に基づき安全に貯蔵されて
いることを確認している、ガラス固化は本格運
転後に行われることが望ましい」という答弁で



られるべきと考えるが、併せて政府の見解を問
う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 現在貯蔵されている高レベル廃液につい
て、大地震などによる全電源喪失、冷却材喪失
などの事故時に放射性物質の一般環境への漏洩
を防止するために、どのような防護対策を講じ
ているのか、具体的に示されたい。また、その
対策は、最悪の事態（東京電力福島第一原子力
発電所事故を想定）が発生した場合においても
沸騰状態を防げるものになっているのか。 さ
らに、高レベル廃液貯槽で掃気できなくなった
場合、放射線分解水素による爆発防護対策はな
されているのか、また、その対策は、同様の最
悪の事態が発生した場合においても爆発を防げ

して閉じ込める方法として優れているとされて
おり、今後、再処理事業者が定めた事業の計画
に沿って所要の試験等を経て本格運転開始後に
行われることが望ましいと認識している。また、
「廃液貯蔵限度量」の意味するところは必ずし
も明らかではないが、各再処理施設における高
レベル廃液の貯蔵容量については、安全確保の
観点から問題がないことを法令に基づき確認し
ている。 
 
 
 
 
  
一の２、３、５及び７並びに二の３について 
 経済産業省においては、東京電力株式会社の
福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、平成二
十三年五月一日に、各再処理事業者に対し、再
処理施設における緊急安全対策の実施を指示
し、当該指示に対する各再処理事業者からの報
告を踏まえ、同年六月上旬に立入検査等により
確認及び評価し、施設定期検査等の期間中にお
いて、福島第一原子力発電所の事故を引き起こ
したものと同程度の津波等の事象により、全交
流電源の供給機能、放射性物質の崩壊熱除去機
能及び水素の滞留防止機能を喪失した場合で

ある。福島第一原発では法令に従い点検等が
行われていたにかかわらず、大地震・大津波
により破局的大事故が起こった。監督官庁と
して保安院の責任は非常に大きい、事故を二
度と起こさない強い姿勢を示すことが信頼
回復の道であるが、高レベル廃液の潜在的な
危険性を重く受け止めていないようだ。大事
故対策は工場全体を俯瞰し総合的立てられ
なければならないが、法令では想定されてい
ない、事故はいつも想定外の形で起こる。 
 英国 NII(原子力施設検査局)は 2015 年ま
でセラフィールド再処理工場の高レベル廃
液を 200m3 まで貯蔵を制限する方向であ
る。国は貯蔵容量について法令に基づき確認
しているとのことだがそのような法律はあ
るのだろうか疑問だ。 
 
一の２、３、５及び７並びに二の３について  
 質問４項目について、まとめての答弁である。
「５月に『福島第一・第二原発等の事故を踏ま
えた再処理施設の緊急安全対策の実施につい
て』指示し福島原発事故と同程度の津波等の事
象の場合でも適切な管理と必要な訓練がなされ
ていることを確認している。また、６月には『原
発におけるシビアアクシデントへの対応を踏ま
え直ちに取り組むべき措置（周辺環境が放射性



るものになっているのか。 
３ 高レベル廃液は、濃縮蒸発缶、不溶解性残
渣、プルトニウム濃縮液を内蔵する貯槽、ガラ
ス固化前の廃液調整貯槽などにも存在するが、
これらの事故対策を具体的に示されたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

も、それらの機能を回復させる手順の整備、電
源車等の必要な機器の配備及びその適切な維持
管理を行っていること、必要な訓練がなされて
いること等を確認している。なお、今後、施設
定期検査等が終了し本格運転を行う際には改め
て緊急安全対策の実施状況について厳格に確認
することとしている。 また、平成二十三年六
月十五日に、各再処理事業者に対し、原子力発
電所におけるシビアアクシデントへの対応を踏
まえ直ちに取り組むべき措置を再処理施設にお
いて実施することを指示し、当該指示に対する
各再処理事業者からの報告を踏まえ、同月中旬
から同年七月上旬にかけて立入検査等により確
認及び評価し、周辺環境が放射性物質で汚染さ
れた場合の制御室の作業環境の確保、全交流電
源喪失時の再処理施設内の確実な通信手段の確
保、高線量対応防護服等の資機材の確保、放射
線管理のための体制整備及びがれき撤去用の重
機の配備が適切にされていること、必要な訓練
がなされていること等を確認している。なお、
これらの評価及び確認に係る担当部局は原子力
安全・保安院（以下「保安院」という。）であ
り、その責任者は、原子力安全・保安院長であ
る。 経済産業省としては、再処理施設のより
一層の安全の向上を図る観点から、設計時の想
定を超えた事象が万一発生した場合のアクシデ

物質で汚染された場合の制御室の作業環境の確
保、全交流電源喪失時の再処理施設内の確実な
通信手段の確保、高線量対応防護服等の資機材
の確保、放射線管理のための体制整備及びがれ
き撤去用の重機の配備）と必要な訓練がなされ
ている』ことを確認している。」との答弁があ
った。 
 日本原燃と日本原子力研究開発機構の国への
報告書を見ると、福島原発並の地震・津波に襲
われた場合の対応策が報告されているが、大地
震への対応は全電源喪失をしても非常用発電機
や電源車により対応できるとし、従来の策を少
し広げた程度のものだ。津波について六ヶ所は
５５ｍの高台にあるが、東海は６ｍの標高に高
レベル廃液が貯蔵されており、事故を受け各種
浸水防止策がとられたようだがここに福島並の
１５ｍ津波が襲来すると建屋の弱いところが破
損し海水が浸入し電気系統はたちまち漏電しひ
とたまりもない、このような小手先の防止策で
は対応は困難であろう。全電源喪失、冷却配管
の破断などにより冷却不能のお手上げの状態に
なった場合においても、放射能を環境に放出さ
せない方策が考えらえていなければならない。
最悪の事態をも乗り越える策がなければ、この
ような超危険な液体を管理する資格はない。こ
のことを問うているのだが答えがなかった。 



 
 
 
４ 再処理工場は原発と異なり化学工場である
ため、多くの種類の事故が想定される。ＴＢＰ、
ノルマルドデカンなどの有機溶媒、レッドオイ
ル発生などによる火災や爆発などの事故対策を
具体的に示されたい。 
５ 事故発生時において、マニュアルにある手
段を講じても高レベル廃液貯槽で電源喪失や冷
却水パイプの破断などにより沸騰や爆発を止め
る見込みがなくなった場合、被害を小さくする
ための「最後の手段」として考えられる方策が
あれば、具体的に示されたい。原発には緊急炉
心冷却装置（ＥＣＣＳ）があるが、東京電力福
島第一原子力発電所事故の際には機能しなかっ
た。この国や国民の存続のため、また世界各国
に迷惑をかけないために必要な「全ての電源が
停止、もしくは冷却材が喪失した際の最後の備
え」を示されたい。 
 
６ 両再処理工場が保有する高レベル廃液の安
全管理について、経済産業省総合資源エネルギ
ー調査会で審議されたことがあれば、部会・委
員会名、開催年月日、審議内容を示されたい。
審議されていなかったのならば、その理由を示

ントマネジメントの一層の充実について、専門
家による検討を進めるなど、今後とも継続的に
取り組んでいくこととしている。 
一の４について  
 各再処理施設については、機器の異常な温度
上昇の防止や静電気等の着火源の排除等によ
り、有機溶媒の引火やリン酸トリブチル等の錯
体の急激な分解等に起因する火災や爆発を防止
する設計となっており、また、警報設備、消火
設備等の火災防護設備を設置し、有機溶媒等の
万一の火災にも対応する設計となっている。ま
た、各再処理事業者においては、更に規程類の
整備や保安教育等により、安全性の向上に努め
ていると承知している。 
 
（一の5は一の２で答弁） 
 
 
 
 
 
一の６について  
 お尋ねについては、平成二十一年に発生した
日本原燃株式会社（以下「日本原燃」という。）
の再処理施設における高レベル廃液ガラス固化
建屋固化セル内での高レベル廃液の漏えい事象

 報告書の評価・確認の担当は保安院でありそ
の責任者は保安院の院長である。とのこと。 
国の審議委員会の存在はどこへやら、官僚たち
の裁量で報告が評価され了解されたことがわか
る。原子力安全委員会は評価にかかわっていな
いことはおかしい。 
 
一の４について 
 事故対策について具体的に示すことを要望し
たのだがありきたりの答弁である。ここで安全
策を示せないのならば資料のあり場所を示して
欲しい。安全規定はマル秘文書なのか、原燃に 
要求しても開示されたことがない。大地震によ
り 1300ｋｍもあるパイプの継手からの漏洩に
よる同時多発的な火災と、高レベル廃液の沸騰
等が重なった場合対応できるのだろうか。 
 
 
 
 
 
一の６について 
 再処理工場建設時点で高レベル廃液の安全管
理に関する検討が当然なされているものと考え
られるのだが、答弁は 2009.1 に発生した高レ
ベル廃液のセル内漏洩事故に係わる原因や再発



されたい。 
 
７ 三月十一日に発生した東京電力福島第一原
子力発電所事故を踏まえ、経済産業大臣から両
再処理事業者に対して、「平成二十三年福島第
一・第二原子力発電所等の事故を踏まえた再処
理施設の緊急安全対策の実施について」（五月一
日）、「平成二十三年福島第一原子力発電所事故
を踏まえた他の原子力発電所におけるシビアア
クシデントへの対応に関する措置の実施につい
て」（六月七日）が指示された。その後これらの
実施状況の報告を受け、了解している。しかし、
これらの指示・報告は高レベル廃液の危険性を
把握し、最悪の事態を想定した危機管理対策に
なっておらず、国民の不安を払拭する内容では
ないと思われるが、政府の見解を問う。また、
この報告書の評価審査は、いつ、どこで誰が行
ったのか、その責任者は誰か、審議はどのよう
な内容であったのかを示されたい。 
 
 二 リスク管理について 
１ 菅前内閣総理大臣は「福島第一原発事故直
後、最悪時のケースでは首都圏の三千万人が避
難対象になる」との評価結果を得ていたと報道
されている。両再処理工場の過酷な事故により、
高レベル廃液が一般環境に漏洩した場合につい

を受けて、同年七月二十三日に総合資源エネル
ギー調査会原子力安全・保安部会核燃料サイク
ル安全小委員会において、平成二十二年一月二
十八日及び同年三月九日に同小委員会再処理ワ
ーキンググループにおいて、また、平成二十一
年四月二日、同年七月九日、同年十一月二十六
日及び平成二十二年三月十日に同小委員会六ヶ
所再処理施設総点検に関する検討会において、
それぞれその原因分析及び再発防止策等につい
て審議を行っている。 
 
（一の7は一の２で答弁） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 二の１について  
 再処理施設においては、高レベル廃液の貯槽
等をセル等に収納することにより重層的に閉じ
込めており、万一貯槽等から高レベル廃液が漏
えいした場合でも限定された区域に閉じ込めて
漏えいの拡大を防止するとともに、その漏えい

防止の審議を示している。ガラス固化しなけれ
ばならないほど危険な液体をどのように安全に
管理するかについて、事故が起きてから初めて
審議しているという実態がわかった。国民の安
全を守る監督官庁としてその責任が問われる。
安全上最も大切な問題をおざなりにして進めら
れてきた再処理政策、このような姿勢が福島原
発事故を招いたと言えよう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二の１について 
 「・・放射性物質が外部に漏えいし難い構造
となっていることから、高レベル廃液が一般環
境に漏えいした場合の影響についての評価は行
っていない。」との答弁。もし福島原発事故前
に、原発事故に係わり同様の質問をした場合同



て、その及ぼす影響について国は評価を行って
いるのならば、その結果を示されたい。また、
同評価を実施していないのならば、その理由を
明らかにされたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 故高木仁三郎氏の著書「核燃料サイクル施
設批判」（七つ森書館）の二百二十七頁～二百三
十一頁に、高レベル廃液百立方メートルを含む
タンクが破壊され、その内蔵放射能のうち一パ
ーセントが外部に放出された場合を仮定した事
故評価例が記載されている。雨天時の等線量圏
図によると青森県全域は避難範囲になる。また、
警戒領域は名古屋あたりまで達すると指摘され
ている。この推定は正しいのか誤りなのか、政
府の見解を問う。内容が間違いである場合は、
政府の放射性物質による汚染範囲の想定を示さ
れたい。 
３ 東京電力福島第一原子力発電所事故では、

を検知し、漏えいした高レベル廃液を安全に移
送及び処理することができる等、放射性物質が
外部に漏えいし難い構造となっていることか
ら、高レベル廃液が一般環境に漏えいした場合
の影響についての評価は行っていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 二の２について 
 御指摘の「核燃料サイクル施設批判」の御指
摘の部分で述べられている筆者の主張について
は、その主張の裏付けとなる科学的根拠が示さ
れていないことから、お尋ねについてお答えす
ることは困難である。 
 
 
 
 
 
 
（二の３は一の２で答弁） 

じ回答があったことであろう。「放射性物質の
外部漏洩事故は起きないので評価は行なってい
ない」と。しかしINES国際原子力事象評価尺度
最高レベル７の事故が起こってしまった、予め
評価をし、対策が立てられていないため現在そ
の対応に混乱を極めている。今回新たに作成さ
れた日本原燃の事故対策チラシに「『起こりえ
ない』ではなく『起こる』と考えさらに安全策
を強化します」とある。しかるに国は未だに「外
部漏洩は起こらない」とする、危機管理上問題
な回答である。福島原発並の高さの津波が東海
再処理工場に襲来していたなら高レベル廃液は
おそらく沸騰・爆発し首都圏は大惨事になって
いたことであろう。 
二の２について 
ここは、福島事故を受けて、答弁書を出す内閣
側にこの問題の深刻さを確認してほしい願いが
込められた質問である。菅前総理が福島原発事
故発生当初、最悪の場合のシュミレーションを
関係機関に問うたところ即座に半径 200～250
キロ、3000 万人の避難が答申されたという。両
再処理工場の事故評価シュミレーションも即で
きるはずだ。 
 高木評価ではその条件について記載されてお
り国の言う「科学的根拠」とは具体的に何を指
すのだろうか、国民を守るために西ドイツ政府



大地震などによって事故が同時多発的に発生
し、制御不能になることを全く想定していなか
った。対策が後手に回った大きな原因はここに
あると考える。両再処理工場では、大地震など
により、火災、配管破断による放射性物質の漏
洩、地盤の不等沈下、建物の破壊、電源喪失な
どが同時多発的に数十分単位のうちに発生する
ことが想定される。また、同時に中央制御室で
の制御不能、建物のゆがみや道路変形による通
行不能、断線による通信不通などの事態の発生
も考えられる。さらに、遠隔操作不能により高
レベル放射線下での作業も発生することが想定
されるが、同時多発事故への対応は万全か、政
府の見解を問う。 
 
４ 東洋大学の渡辺教授等は、六ヶ所再処理工
場直下に活断層があり大陸棚外縁断層と連動す
ると、最大マグニチュード八クラスの地震の発
生がありうるとしている。三月十一日に発生し
た東京電力福島第一原子力発電所事故以来、活
断層以外の断層も調査されている中で、渡辺教
授等の指摘を基に再度、再処理計画の是非を見
直す考えはないか、政府の見解を問う。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 二の４について 政府としては、日本原燃の
再処理施設の敷地近傍における活断層であっ
て、「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査
指針」（平成十八年九月十九日原子力安全委員
会決定）等に基づき耐震設計上考慮することと
されているものについては、既に同施設の耐震
設計上考慮されており、また、御指摘の大陸棚
外縁の断層については、少なくとも後期更新世
以降の活動はなく、同指針等に基づき耐震設計
上考慮する必要がないことを確認している。 
また、保安院においては、平成二十三年六月六
日に、原子力事業者に対して、耐震設計上考慮

やノルウェー政府のように再処理工場の事故評
価を実施し公表すべきだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二の４について 
 そもそも福島原発事故を引き起こした大地震
は想定されていなかった、しかし大地震が起き
た。地震学会は想定できなかったことを深刻に
受け止め反省をしているらしい。一方、原子力
安全保安院は未だに日本原燃からの地震評価報
告をそのまま承認する姿勢である。福島原発事
故の責任を受け止め、教訓を生かそうとする姿
勢が欠如している、国民を守る監督官庁として
の主体性を欠くものである。そして何ら機構改
革がないまま原子力安全委員会とのダブルチェ
ックが形骸化したまま行われル等信頼できる安
全行政ではない。耐震を審議する委員の大幅入



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 事故時における国民や従業員を放射能から
守るために必要となる被ばく線量の上限値や、
避難限度線量値があれば示されたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

しないと判断している各々の断層に応じて必要
な距離の範囲内において、同年三月十一日以降
の地震の発生状況及びそれに伴って生じた地殻
変動量の調査を実施し、考慮すべき断層に該当
する可能性が否定できない場合は、地表踏査等
を行い、その結果を保安院に報告することを指
示しており、同年八月三十日に、日本原燃から、
既往の調査についての評価を変更する必要はな
いとする報告を受けたところである。今後、保
安院において、当該報告内容について厳正に確
認し、その結果を原子力安全委員会に報告する
予定である。 
 
 二の５について  
 お尋ねの「避難限度線量値」が何を指すのか
必ずしも明らかではないが、「原子力施設等の
防災対策について」（昭和五十五年六月三十日
原子力安全委員会決定）においては、屋内退避
及び避難等に関する指標として、屋内退避につ
いては、外部被ばくによる実効線量を十ミリシ
ーベルトから五十ミリシーベルトまで、避難に
ついては同線量を五十ミリシーベルト以上とし
ている。また、放射線業務従事者の線量限度に
ついては、核燃料物質の加工の事業に関する規
則等の規定に基づき、線量限度等を定める告示
（平成十二年十二月二十六日科学技術庁告示第

れ替えも必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
二の５について 
 「『避難限度線量値』が何を指すのか必ずし
も明らかではない」ということであるが、読ん
で字の如しであろう。不明ならば質問議員に問
い合わせてもよいのではないか。 
◎一般人 
 屋内退避は 10～50mSv 
  避難は   50mSv 
との答え。公衆の年被ばく限度の 10倍以上にな
れば屋内退避とのこと、文科省が福島県の学校
に出した 20ｍSv までの基準はこの範囲に入っ
ている。10～20mSv の範囲になると屋外での行
事はできないことになるのではないか。妊婦や
子どもはもっと厳しく規制すべきでないか。 
◎放射線業務従事者は 
 通常は５年間につき 100mSv 
         1 年につき  50mSv 
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６ 六ヶ所再処理工場の貯蔵高レベル廃液は、
セシウム１３７換算で東京電力福島第一原子力
発電所事故における放出量の約五十七倍と推定
される。高レベル廃液に潜在する危険性を考え
る際に、国民の安全・国家安泰のため、廃液を
早期に固化し、再処理事業から撤退すべきと考
えるが、政府の見解を問う。 
 
  右質問する。 
 
 
 

十三号）において、通常作業時に関しては五年
間につき実効線量を百ミリシーベルト、一年間
につき同線量を五十ミリシーベルトとしてお
り、緊急作業時に関しては同線量を百ミリシー
ベルトとしている。 なお、福島第一原子力発
電所の事故に際し、特にやむを得ない緊急の場
合における放射線業務従事者の線量限度につい
ては、平成二十三年東北地方太平洋沖地震に起
因して生じた事態に対応するための電離放射線
障害防止規則の特例に関する省令（平成二十三
年厚生労働省令第二十三号）等において、実効
線量を二百五十ミリシーベルトとしている。 
 
 二の６について  
 一の１についてで述べたとおり、高レベル廃
液のガラス固化については、放射性物質を長期
にわたり安定して閉じこめる方法として優れて
いるとされており、今後、再処理事業者が定め
た事業の計画に沿って所要の試験等を経て本格
運転開始後に行われることが望ましいと認識し
ている。また、核燃料サイクルについては、今
後、原子力政策の見直しを議論していく中で、
しっかりと議論を行っていく。 

 緊急時は     100mSv 
◎ 福島第一原発事故について 
放射線業務従事者は 250mSv 

今回の原発事故について 
100mSv から一気に 2.5 倍に基準が引き上げ
られたが、これは確かに最悪の事態を防ぐた
めの措置であったことはわかる。しかし、そ
れだけ作業員へ犠牲を強いている。落ち着い
てきている現在、見直すべきであろう。 

  二の６について 
 質問の六ヶ所貯蔵高レベル廃液中のセシウム
137 が福島事故放出の 57 倍は大気へ放出され
たものであり、海洋放出を含めると47倍になっ
た。東海再処理工場貯蔵の廃液については組成
が不明につき推定できない。 
六ヶ所の本格運転の見通しは立っていない、だ
からと言って手をつかねているわけにはいかな
い。高レベル廃液のガラス固化安定化を急ぐべ
きだ、天災・人災はいつ起こるかわからない、
事故が起こってから放射能汚染を後悔しても取
り返しつかない。 
 核燃サイクル見直しについて触れられており
ここは以前の答弁と大きく変わったところであ
る。 


